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1.はじめに 

 

近年、水道事業を取り巻く環境は、一層厳しさを増しています。人口減少の進行や節水

意識の定着などにより水需要は減少傾向が続き、水道料金収入の減少が見込まれる一方で、

老朽化した施設の更新や激甚化する自然災害への対策など、必要となる投資は増大してい

ます。さらに、事業継続のための人員の確保も難しくなっており、将来にわたる安定経営

の維持が大きな課題となっています。 

また、国際情勢の変化や経済環境の不確実性を背景に、エネルギー価格や資機材価格の

高騰が続いており、水道事業においても電力費、薬品費や工事費の上昇など、経営環境は

依然として厳しい状況にあります。 

こうした状況のもと、八戸圏域水道企業団では、第 4 次水道事業総合計画【はちのへ水

ビジョン 2019（令和元年度から令和 10 年度）】の第 2 回改定に合わせて、その実施計画と

なる【第 12 次中期財政計画（令和 8 年度から令和 10 年度）】を策定しました。 

この中期財政計画では、第 4 次水道事業総合計画の基本目標である 

・ 安全でおいしい水道水の供給と災害に対する体制強化 

・ 地震等に強い施設整備 

・ 計画的な施設更新と安定した水道水の供給持続 

・ 多様化するニーズに対するサービス向上と様々な連携 

の実現に向け、限られた経営資源を有効に活用しながら、事務・事業の効率化をさらに進

め、経営の安定化に努めて参ります。 

また、広域的な視点に立ち、近隣の水道事業者と連携を深め、将来にわたって持続可能

な水道事業の実現に向けた取組を継続して参ります。 
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3.現状と課題 

 第 4 次水道事業総合計画において、「新水道ビジョン」（厚生労働省）に掲げる「安全」

「強靭」「持続」に「連携」を加えた 4 つの視点から当企業団の課題を抽出しました。 

 

1）「安全」水道水の安全性確保 

基幹施設である白山浄水場は、馬淵川と新井田川の水源の二系統化により、水道水の安

定供給体制を強化してきました。また、「水道 GLP（水道水質検査優良試験所規範）」の取

得や「水安全計画」の策定により、水道水の安全性の確保に努めています。 

しかし近年、気候変動に伴う異常気象の影響により、水源を取り巻く環境が変化してお

り、蟹沢及び三島水源では、硝酸態窒素や総硬度の上昇傾向が見られます。 

令和 8 年 4 月からは、有機フッ素化合物の一種である PFOS・PFOA に関する水質検査

と基準遵守が水道事業者に義務付けられます。今後も安心・安全な水道水を供給するため、

浄水処理の安定化を図るための施設整備と適切な水質管理体制を維持していく必要があ

ります。 

 

2）「強靭」確実な給水の確保 

当企業団では過去に発生した地震被害を教訓とし、耐震管の布設や施設の耐震補強など

災害に強い施設整備に取り組んでいます。しかし、馬淵川系白山浄水場の関連施設などの

耐震性能を有していない施設や配水池が現存し、老朽化も進行している状況です。 

今後も計画的に耐震管路の整備や主要構造物の耐震化を推進していく必要があります。 
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3）「持続」供給体制の持続性確保 

水道事業は、お客様からいただく水道料金による収入を柱とした独立採算制を基本とし

て経営しています。しかし近年は、人口減少による水需要の低下などにより使用水量が減

少し、料金収入も減少傾向にあります。 

このような状況の中、老朽施設の更新や施設の耐震化にかかる費用が増大すると見込ま

れており、財源の確保が重要な課題となっています。 

また、広域に分散する施設・管路を効率的に維持管理し、有効率・有収率の向上を図っ

ていく必要があります。 

 

 

 

［給水人口・給水世帯数の推移］ 
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4）「連携」地域全体の連携 

当企業団では、ホームページや広報紙「おらほの水」の発行に加え、SNS を活用した情

報発信を行い、水道事業やイベントに関する情報を発信しています。さらに、「住民意識

調査アンケート」を実施し、お客様のご意見やニーズの把握に努めています。今後も、お

客様とのコミュニケーションを深め、サービスの充実と Web の有効活用による利便性の

向上に取り組んでいく必要があります。 

業務面では、現在、個別の業務委託により経営の効率化を図っていますが、今後の大規

模整備計画に当たっては、官民連携を視野に入れた委託方法の導入を検討する必要があり

ます。 

人材育成については、技術力確保に向け、水道技術研修センターにおいて漏水調査訓練

や配管の復旧訓練などを実施し、職員の技術力の向上を図っています。今後は、機能的で

柔軟な組織作りとともに、最適な人員配置を検討し組織力を向上させる必要があります。 

また、これまで北奥羽地区水道事業協議会の活動や周辺水道事業体との各種協定等を通

じ、信頼関係の構築や災害時の迅速な対応の体制整備を行い連携を行ってきました。また、

青森県三八地区水道事業広域連携推進任意協議会により、広域連携の実現可能性の協議を

開始しました。今後も持続可能な水道事業運営を行うため、周辺事業体との更なる連携強

化を検討する必要があります。 
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4.ＳＤＧs（持続可能な開発目標）との関連について 

 

 「第 4 次水道事業総合計画」及び「中期財政計画」の基本理念実現のために掲げる事業と、

SDGｓ（持続可能な開発目標）が掲げる 17 の目標を関連付けることで、持続可能な水道事業の

実現を目指し、SDGｓの達成に向けた取り組みの推進を図ります。 

 

ゴールと主なターゲット 

SDGｓ 基本目標 

関連性のある目標と主なターゲット     

 すべての人に健康と福祉を 

伝染病を根絶するとともに肺炎、水系感染症及びその他の感染症に対処する。  ○ ○ ○ ○ 

 質の高い教育をみんなに 
技術的・職業的スキルなど、雇用、働きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要

な技能を備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 
   ○ 

 安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の、安全で安価な飲料水の普遍的かつ平等なアクセスを達成する。 

水と衛生に関わる分野の管理向上への地域コミュニティの参加を支援・強化する。 
○  ○ ○ 

 エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合を大幅に拡大させ

る。 

世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。 

  ○  

 産業と技術革新の基盤をつくろう 

すべての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支

援するために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続かつ強靭なイ

ンフラを開発する。 

 ○ ○ ○ 

 住み続けられるまちづくりを 

包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害に対する強靭さを目指す総合的政策

及び計画を導入・実施した都市及び人間居住地の件数を大幅に増加させ、仙台防災

枠組 2015-2030 に沿って、あらゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定と実

施を行う。 

○ ○ ○ ○ 

 つくる責任 つかう責任 

産廃物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減

する。 
  ○  

 気候変動に具体的な対策を 

すべての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靭性及び適応力を強化

する。 
○ ○ ○  

 平和と公正をすべての人に 

あらゆるレベルにおいて、有効で説明責任のある透明性の高い公共機関を発展させ

る。 
   ○ 

 

 

 

 

 

安全 強靭 持続 連携 
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5.主な施策について 

 

「第 4 次水道事業総合計画（令和元年度から令和 10 年度）」の後期実施計画として、

4つの視点に基づき基本目標を達成するための実現方策に係る事業を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）水源の保全 

蟹沢水源、三島水源の水質は基準内で推移しており、危機管理上、重要な水源とな

っているため、予備水源として存続させる方針となりました。 

また、馬淵川、新井田川の上流域のダム管理者と連携しながら水質の保全・水質変

動の迅速な把握に努め、水源の安全性確保のため保全対策に取り組みます。 

 

（2）水質監視の強化 

表流水の突発的な水質汚染事故や水質変動に対応できるように水質監視体制を維

持します。 

また、水質検査機器を計画的に更新し、適正な水質検査を実施します。 

貯水槽水道に対しては、管理状況の調査と指導を行い、適切な維持管理を促し飲料

水の安全性確保に努めます。 

 

（3）災害への備え 

被災からより迅速な復旧を果たせるよう非常用備蓄水を確保し、災害用資機材の適

正な管理により、災害時の初動体制の強化を図ります。 

また、危機管理の対策として災害対策マニュアルや BCP の見直しを図るとともに、

早期復旧のための訓練を実施します。 

 

 

 

 

安全でおいしい水道水の供給と災害に対する体制強化  安全   
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（1）施設の耐震化 

当企業団では、これまでも施設の耐震化や耐震管の採用を積極的に行ってきました。 

今後も災害に強い施設整備を目指し、施設の耐震化計画による施設の耐震補強や更

新、管路耐震化計画や令和 7 年 1 月に策定した「上下水道耐震化計画」に基づき、重

要管路や重要給水施設配水管路の耐震化を計画的に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（1）老朽施設の更新 

これまで整備された施設や管路の多くが耐用年数を迎え、更新需要が増大する見込

みであるため、設備台帳システムを活用し、定期的にアセットマネジメントを行いな

がら適切な更新事業を実施し、健全性の向上に努めます。 

 

（2）施設の最適化 

点在する小規模配水池の統廃合について検討し、水需要に適切に対応できる配水池

の再編を行い、維持管理性の向上を図ります。 

 

（3）経営基盤の強化・経営の効率化 

今後も水需要の減少が見込まれている中で、施設の更新や維持管理のために必要と

なる資金を確保するため、適正な料金水準を検討し、制度の最適化を図ります。 

 

（4）施設の保全 

引き続き配水量分析結果に基づいた漏水調査を実施することに加え、新しいデジタ

ル技術の活用を検討し、漏水の早期発見及び早期修繕、管路の健全化の維持と事故防

止に努め、有効率・有収率の向上を目指します。 

また、施設・設備については、設備台帳システムにより設備の健全度を把握し、故

障リスクの低減、計装類の精度維持に努めます。 

 

 

地震等に強い施設整備 

計画的な施設更新と安定した水道水の供給持続 

 

 

強靭 

持続 
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（5）小規模水道・未普及地域等への取り組み 

給水区域内に点在する簡易水道等の小規模水道の事業者や管理者と協議し、施設の

維持管理や水質を適正に管理するように助言など行い、安全な飲料水の供給を促しま

す。 

 また、未普及地域の調査を引き続き行い、上水道への統合の可能性や管路によらな

い様々な給水方法についても検討を進めていきます。 

 

（6）省エネルギーへの取り組み 

インバータ機器など省エネ機器への更新や浄水発生土 100％の有効利用を継続し、環境

への負荷を増やさないよう努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

（1）広報活動・見える化の充実 

お客様が必要となる情報を的確に把握し、様々な情報発信手段を通して水道サービス

の見える化を進め、お客様との双方向コミュニケーションを充実させていきます。 

 

（2）お客様ニーズへの対応 

窓口、口座振替、コンビニ払いに加え、クレジットカード支払の導入を検討す

るとともに、Web での申込受付を拡充し、お客様の利便性向上を図ります。 

 

（3）官民連携に向けた検討 

これまで、検針収納業務や施設の点検業務など個別委託の形態を中心に委託化を進

めてきましたが、多様な委託方式の導入の可能性を新たに検討し、業務の効率化に努

めます。また、スマートメーターの導入に向け、実証試験を実施します。 

   

（4）組織強化・人材育成 

業務の可視化により業務量を再分配し、業務内容等の事業規模に適応した効率的な

組織体制を構築していきます。また、継続的な採用により適正な定員管理により組織

体制の強化、研修体制及びグループウェアを活用した情報共有体制の充実を図り、人

材の育成と業務の効率化に努めます。 

 

（5）新たな広域化の検討 

これまでも北奥羽地区水道事業協議会の活動や周辺水道事業体等の各種協定等を通じ、

様々な連携を図ってきました。今後も、施設の共同化や業務の共同運営など、更なる連携

強化を検討し経営基盤の強化を目指します。 

   多様化するニーズに対するサービス向上と様々な連携  連携 



◎主な施策と事業費

安全 「安全でおいしい水道水の供給と災害に対する体制強化」

世増ダム管理費用負担金

水質データ管理システム更新

金属前処理室改修工事

水質モニター更新

水質検査機器の計画的な更新

ボトルドウォーターの製造

災害用資機材・備品の購入

強靭 「地震等に強い施設整備」

耐震性送水管の整備（白山配水池～蟹沢配水池）

重要管路の耐震化（奥入瀬配水池～木内々ポンプ場など）

重要給水施設管路の耐震化

持続 「計画的な施設更新と安定した水道水の供給持続」

施設及び機器の更新・改良

老朽管の更新（ＤＩＰ更新・ＶＰ更新など）

配水池の更新・整備（新ひばり野配水塔・配水池築造、新奥入瀬配水池詳細設計など）

配水幹線の二重化（白山）基本設計

適正な配水池容量（白銀PC配水池ほか劣化診断業務委託）

財務会計システムの再構築

庁内ＬＡＮ等の機器更新など

遊休施設の撤去（根城系導水管）

料金オンラインシステム更新

配水池等防水塗装整備（馬淵配水塔（SUS内張））

配水池清掃

設備点検委託の継続実施

漏水調査の継続実施

省 エ ネ ル ギ ー へ の
取 り 組 み

浄水発生土の有効利用

連携 「多様化するニーズに対するサービス向上と様々な連携」

水道協力員制度の活用

広報紙「おらほの水」の定期発行

ホームページによる情報発信

水道週間行事など各種イベントの実施

水道事業総合計画の支援業務委託

クレジットカ－ド払いの導入

インターネット受付の導入（インターネット受付システム、WEB口座振替受付サービス）

スマートメーター導入の検討

主    な    施    策基本目標・実現方策

合　　　　計

水 源 の 保 全

水 質 監 視 の 強 化

施 設 の 耐 震 化

施 設 の 保 全

広 報 活 動 ・ 見 え る 化 の 充 実

災 害 へ の 備 え

施 設 の 最 適 化

老 朽 施 設 の 更 新

経 営 基 盤 の 強 化 ・
経 営 の 効 率 化
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※金額は、消費税抜きです。

単位： 千円

R8年度
（2026）

R9年度
（2027）

R10年度
（2028）

274,032 130,573 81,328 62,131

91,156 18,281 30,067 42,808

500 500 - -

10,902 10,902 - -

41,987 41,987 - -

114,912 53,850 46,438 14,624

13,652 4,520 4,562 4,570

923 533 261 129

1,989,364 548,612 620,487 820,265

282,858 93,228 94,056 95,574

552,010 218,660 111,910 221,440

1,154,496 236,724 414,521 503,251

8,854,480 3,571,278 3,516,481 1,766,721

1,483,912 592,900 597,240 293,772

3,811,781 1,308,187 1,235,963 1,267,631

2,461,078 1,042,775 1,359,145 59,158

24,120 24,120 - -

7,780 - 7,780 -

41,000 40,000 1,000 -

130,222 38,668 43,852 47,702

90,000 30,000 30,000 30,000

285,500 250,719 34,781 -

322,300 180,300 142,000 -

6,200 2,590 2,430 1,180

35,815 12,395 10,732 12,688

46,760 14,700 15,570 16,490

108,012 33,924 35,988 38,100

140,568 33,003 35,703 71,862

1,298 466 366 466

76,701 25,567 25,567 25,567

900 300 300 300

8,209 2,713 2,783 2,713

36,490 - - 36,490

5,099 - 2,730 2,369

5,739 1,913 1,913 1,913

6,132 2,044 2,044 2,044

11,258,444 4,283,466 4,253,999 2,720,979

金      額

年　度　内　訳
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実 績 値 当初予算値

R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028)

配 水 量 ㎥ 29,699,429 29,353,000 28,702,288 28,521,543 28,188,180

有 収 水 量 ㎥ 26,588,671 26,251,000 25,875,706 25,614,559 25,316,918

有 収 率 ％ 89.53 89.43 90.15 89.81 89.81

１ 日 最 大 配 水 量 ㎥ 88,286 89,500 101,861 100,943 100,036

１ 日 平 均 配 水 量 ㎥ 81,368 80,419 78,636 77,928 77,228

負 荷 率 ％ 92.2 89.9 77.2 77.2 77.2

給 水 世 帯 数 世帯 145,212 145,582 146,893 147,427 147,962

給 水 人 口 人 289,008 287,664 284,143 280,982 277,820

1人 1日最大配水量 ℓ 305 311 358 359 360

1人 1日平均配水量 ℓ 282 280 277 277 278

6.業 務 の 予 定 量  

　○配水量・有収水量の推移

項　　　目

第12次財政計画

60
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85
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100

2,000
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3,200

3,400

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

（％）
（万㎥）

年度

配水量 有収水量 有収率

配
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有
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水
量

有

収

率
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７. 収　支　計　画　表 ※金額は消費税抜きです。

単位：千円

実績 当初予算 R8～R10

科　目
R6年度
(2024)

R7年度
(2025)

R8年度
(2026)

R9年度
(2027)

R10年度
(2028)

合計

給 水 収 益 7,025,917 6,893,319 6,819,332 6,750,549 6,672,014 20,241,895

構成団体負担金 15,448 15,812 15,569 15,319 15,065 45,953

資本費繰入収益 12,326 12,566 12,810 13,059 13,313 39,182

長期前受金戻入 926,346 918,822 918,039 912,434 911,082 2,741,555

そ の 他 の 収 入 349,660 287,278 263,807 241,187 251,943 756,937

収 入 合 計  (A) 8,329,697 8,127,797 8,029,557 7,932,548 7,863,417 23,825,522

人 件 費 1,180,846 1,166,705 1,245,784 1,260,160 1,280,401 3,786,345

修 繕 費 260,406 222,161 313,524 285,658 291,026 890,208

工 事 請 負 費 938,474 991,812 911,418 739,281 625,941 2,276,640

委 託 料 800,266 889,650 872,600 946,230 1,023,066 2,841,896

動 力 費 429,087 452,223 456,039 475,923 493,344 1,425,306

薬 品 費 100,072 123,504 107,463 114,125 118,983 340,571

資 産 減 耗 費 45,115 60,000 50,000 50,000 30,000 130,000

減 価 償 却 費 3,430,644 3,450,837 3,396,321 3,373,778 3,372,037 10,142,136

支 払 利 息 137,422 129,189 132,139 145,586 163,366 441,091

特 別 損 失 708 500 500 500 500 1,500

そ の 他 の 経 費 303,836 344,996 312,891 337,376 355,033 1,005,300

支 出 合 計  (B) 7,626,876 7,831,577 7,798,679 7,728,617 7,753,697 23,280,993

差 引 収 支  (C)=A-B 702,821 296,220 230,878 203,931 109,720 544,529

企 業 債 400,000 600,000 850,000 850,000 650,000 2,350,000

工 事 負 担 金 125,819 301,570 160,500 67,000 67,000 294,500

国 庫 補 助 金 53,542 56,694 80,256 90,880 118,955 290,091

水 道 加 入 金 147,245 149,387 144,517 137,380 131,449 413,346

収 入 合 計  (D) 726,606 1,107,651 1,235,273 1,145,260 967,404 3,347,937

建 設 改 良 費 3,421,634 3,509,676 3,827,593 3,821,871 2,174,361 9,823,825

企 業 債 償 還 金 878,525 794,258 765,615 725,627 741,188 2,232,430

支 出 合 計  (E) 4,300,159 4,303,934 4,593,208 4,547,498 2,915,549 12,056,255

差 引 収 支  (F)=D-E △ 3,573,553 △ 3,196,283 △ 3,357,935 △ 3,402,238 △ 1,948,145 △ 8,708,318

 (G)=A+D 9,056,303 9,235,448 9,264,830 9,077,808 8,830,821 27,173,459

 (H)=B+E 11,927,035 12,135,511 12,391,887 12,276,115 10,669,246 35,337,248

 (I)=G-H △ 2,870,732 △ 2,900,063 △ 3,127,057 △ 3,198,307 △ 1,838,425 △ 8,163,789

 (J) 2,539,754 2,592,015 2,528,282 2,511,344 2,490,955 7,530,581

 (K)=I+J △ 330,978 △ 308,048 △ 598,775 △ 686,963 652,530 △ 633,208

4,828,041 4,497,063 4,169,405 3,570,630 2,883,667 4,169,405

4,497,063 4,169,405 3,570,630 2,883,667 3,536,197 3,536,197

第12次財政計画

総 収 入

収
　
　
　
入

前年度からの繰越額

収
　
　
益
　
　
的
　
　
収
　
　
支
 

(

税
抜
き
）

資
本
的
収
支
　
（

税
抜
き
）

年　度　

収
　
入

支
　
　
　
　
　
出

支

出

同 上 累 計

総 支 出

総 収 支 差 引

補 て ん 財 源
(損益勘定留保資金)

単年度資金過不足額
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８.参 考

○企業債償還の推移

○ 供給単価と給水原価

2.0 1.8 1.7 1.5 1.4 1.3 1.3 1.3 1.4 1.6 

10.6 
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実績 当初予算 財政計画

実績 当初予算 財政計画
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○建設改良費の推移

○管路延長の推移

◎管路延長と耐震管率
R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

総延長距離 2,107㎞ 2,102㎞ 2,104㎞ 2,105㎞

　うち耐震管 978㎞ 985㎞ 992㎞ 998㎞

耐震管率 46.44% 46.85% 47.14% 47.40%

◎管工事計画（延長）
R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

老朽管更新 5,093m 5,148m 5,152m 4,896m

送・配水管布設 4,452m 1,365m 1,875m 1,039m

管工事延長計 9,545m 6,513m 7,027m 5,935m

管工事

13.0 

管工事

15.9 

管工事

19.3 管工事

13.3 

管工事

15.2 

管工事
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蟹沢 1.1 
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実績 当初予算 財政計画

実績 当初予算 財政計画

38.2

21.7
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○指標

【▲：令和４年度同規模平均】

1）重要業績評価指標（ＫＰＩ） 　　「地方公営企業年鑑・水道統計より」

①有効率 ②有収率

（年間有効水量÷年間給水量）×100 （年間有収水量÷年間給水量）×100

③管路の更新率 ④ポンプ所の耐震化率

水道施設を通して給水された水量が、どの程度有効に使
用されているかを示す。

水道施設を通して給水された水量が、どの程度収益につ
ながっているかを示す。

　　給水人口15万人以上30万人未満の
　　末端給水事業 74団体の平均

（当該年度に更新した管路延長÷管路延長）×100
（耐震対策の施されたポンプ所能力÷耐震化対象ポンプ
所能力）×100

地震災害に対するポンプ施設の信頼性・安全性を表す。管路の更新ペースが把握できる。
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⑤浄水施設の耐震化率 ⑥配水池の耐震化率

⑦管路の耐震管率 ⑧基幹管路の耐震管率

（耐震管延長÷管路延長）×100

⑨重要給水施設配水管路の耐震管率

地震災害に対する管路の信頼性・安全性を表す。

（基幹管路のうち耐震管延長÷基幹管路延長）×100

地震災害に対する管路の信頼性・安全性を表す。

（耐震対策の施された浄水施設能力÷全浄水施設能力）
×100

地震災害に対する各施設の信頼性・安全性を表す。

（耐震対策の施された配水池有効容量÷配水池等有効容
量）×100

地震災害に対する各施設の信頼性・安全性を表す。

（重要給水施設配水管路のうち耐震管延長÷重要給水施
設配水管路延長）×100

地震災害に対する管路の信頼性・安全性を表す。

42.1 42.1 42.1 42.1 42.1 42.1 42.1 42.1 42.1 42.1 

【53.2】
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％

実績 見込 財政計画 実績 見込 財政計画

実績 見込 財政計画 実績 見込 財政計画

実績 見込 財政計画
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2）経営指標

①【生産性】職員一人当たりの有収水量 ②【投資の状況】企業債償還元金対減価償却費比率

年間総有収水量÷損益勘定職員数

③【老朽化の状況】有形固定資産減価償却率 ④【資産の状況】有収水量1㎥当たり資産合計

資産合計÷年間総有収水量

⑤【施設効率】施設利用率 ⑥【収益性】経常収支比率

一日平均給水量÷一日給水能力×100 経常収益÷経常費用×100

施設の利用状況を表す。 経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを表す。

有収水量の規模に照らして、人員数が適正であるかを示
す。

建設改良のための企業債償還元金÷（減価償却費-長期
前受金戻入）×100

どの程度効率よく施設を使用して給水を行っているかを
表す。

投下資本の回収と再投資との間のバランスを表す。

（有形固定資産減価償却累計額÷償却対象資産の帳簿原
価）×100

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度
進んでいるかを表す。

41.5 
37.0 39.3 38.7 37.5 35.1 31.7 30.9 29.5 30.1 

【71.9】
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実績 見込 財政計画 実績 見込 財政計画

実績 見込 財政計画
実績 見込 財政計画

実績 見込 財政計画 実績 見込 財政計画
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⑦【料金の状況】料金回収率 ⑧【財務の流動性】流動比率

供給単価÷給水原価×100 流動資産÷流動負債×100

短期的な債務に対する支払い能力を表す。

⑨【財務の安全性】自己資本構成比率

財務の長期的な安全性を示す。

給水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているかを表
す。

（自己資本+剰余金+評価差額等+繰延収益）÷（負債・
資本合計）×100

339 330 
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実績 見込 財政計画
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